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2024年土地法の新たなポイント（1）

2024年ベトナム土地法

出所： 2024年ベトナム土地法に基づき、ONE-VALUEが作成

新しい土地法における土地引き渡し規定は、土地に関する争議や訴訟の問題を減少させ、プ
ロジェクトの建設進捗を加速するのに役立つ。

新規追加：土地を埋め立てる際、投資家は積極的に
関係者と交渉し、合理的な補償水準を決定必須

• 新土地法における土地の埋め立てに関する規定が以
前より具体的になった：

o 都市部の建設に投資する場合、国が埋め立てを行う
のは、商業住宅プロジェクト、混合住宅プロジェクト、
商業プロジェクトに限られる。

o その他のプロジェクトについては、投資家は積極的に
交渉し、妥当な補償水準を決定しなければならない。

第79条、第1項～32項

• プロジェクトの進行を早め、人々と企業間の法的紛
争や訴訟を最小限に抑えることができる。

1

新規追加：小規模プロジェクト※は、土地回収メカニ
ズムの対象とはならない

• 新土地法は、商業住宅プロジェクトを実施するため
の土地回収（国家による強制力を伴う土地回収）は、
大規模なインフラ開発プロジェクト（※）にのみ適用さ
れると規定している。小規模プロジェクトでは国家に
よる強制力を伴う土地回収は認められない。

※大規模な建設プロジェクトには、交通インフラ、灌漑施設、給排
水設備、エネルギー施設などが含まれる。

第79条、第1項～32項2

• 土地回収と国家による人民への補償に対する不明
確な問題を解決するのに役立ち、それによって訴
訟問題を最小限に抑えることができる。

新規追加：企業が土地を使用しない・プロジェクトが
予定より遅れている場合、国はその土地を回収する

• 企業が投資プロジェクトを実施するために、国から土
地を譲渡され、賃貸され、または使用目的を変更し
たにもかかわらず、連続して12ヶ月間使用されな

かった土地、またはプロジェクト実施計画に比べて
24ヶ月遅れているプロジェクトの土地は、国によって

回収される。

第81条、第8項3

• 企業や請負業者が建物を建てず、投機して土地を
ため込み、プロジェクトの進行を遅らせ、不動産価
格を押し上げるという問題を克服するものである。
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2024年土地法の新たなポイント（2）

2024年ベトナム土地法

出所： 2024年土地法に基づき、ONE-VALUEが作成

新しい土地法では、土地に関する法的問題を解決する権限を持つ機関が追加され、不動産の進展
を加速させることができる。また、この法律は、ベトナムにおける不動産の所有者の範囲も拡大した。

新しい法的手続きの解決機関の図

国家 民間

土地の利用権者

ベトナムに住む
ベトナム人

海外に住むベト
ナム人

ベトナム国籍を
持つ

ベトナム国籍を
持たない

• 土地の購入権
• その他の土地使用
権がある

• 土地の購入権を持
たない

• 一部の土地使用権
を有するが、制限
がある

ベトナムにおける土地利用権者の図

• 土地の利用権を完全
に有する

新規追加：土地に関する商事紛争の解決権限の追加

• 裁判所と人民委員会のみが土地に関する紛争を解決する権限を持つ代わりに、新土
地法では、土地に関連する商業活動から生じる当事者間の紛争を解決するため「ベ
トナム商業仲裁」を設置した。

第236条、第5項

• 土地に関する法的問題が当事者間で解決され、プロジェクト進展が促進される。

4

新規追加： 海外在住ベトナム人の土地利用土地利用者の追加

• 土地利用者は国内にいるベトナム人だけではなく、海外に在住するベトナム人（ベト
ナム国籍を有する海外在住ベトナム人及び海外に在住するベトナム出身者を含む）
であることがより明確に定義された。

第4条、第3項と第6項

• 海外にいるベトナム人が、以前のようにベトナムの親族や第三者を介することなく、
土地を購入する条件を整備している 。

5

解決機関

人民委員会 商業仲裁

新たに追加された商事仲
裁機関

Sample
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2024年土地法の新たなポイント（3）

2024年土地法

出所： 2024年土地法に基づき、ONE-VALUEが作成

新しい土地法は、土地賃貸料の支払い方法を柔軟にし、外国企業の土地利用権を拡大する
ことに役立つ。

外国企業の土地賃貸料支払い方法の図

改正された点：土地賃貸料の支払い方法を一括払いから年単位の支払いに変
更できるようになった。

• 外国投資家は土地賃貸料の支払い形式を一括払いから年払いへ）に切り替わること
で、国から土地を賃借しており、賃借期間中、一括で料金を支払っている場合、年払
いに切り替えることができる。企業が既に一括で土地賃借料を支払っている場合、そ
の金額は毎年の土地賃借料に充当される。つまり、企業が前払いした金額が将来支
払うべき土地賃借料に充てられることになる。

第30条、第2項

• 企業は土地賃借料のため一括的な大金を支出する必要がなく、他の重要な投
資のために手持ち金を取っておくことができる。

6

外国企業の土地賃貸料支
払い方法

一括 年払い

新しい方法

新規追加：土地使用権の拡大 - 不動産プロジェクトの譲渡を受けた企業に土
地使用を許可する。

• 外国投資資本を有する企業や経済団体に対し、不動産プロジェクトの譲渡を受けて
土地の使用を認める。2013年の土地法では、土地の譲渡を受ける際の外資系企業
や経済団体の権利が明確に規定されておらず、投資プロジェクトのための土地への
アクセスや使用が困難になっていた。

第127条、第1項

• 外商投資経済組織の土地利用権が拡大され、不動産市場に参入しやすくなる。

7

Sample
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2024年土地法の新たなポイント（4）

2024年土地法

土地法は、投資家が住民への補償資金を提供する責任を追加し、土地価格の設定に関する
規定を改正した。

出所： 2024年土地法と現地新聞の情報に基づき、ONE-VALUEが作成

新規追加：請負業者は、管轄の政府機関の要求に従って、補償、支援、再定
住を実施するための資本を提供する責任を負う

• 国から土地を譲渡された、または土地を割り当てられた請負業者は、住民に対する
補償、支援、再定住を実施するための資金を提供する責任を負う。

• 国家機関から要請を受けた日から6ヶ月以内に、請負業者が補償、支援、再定住を
実施するための十分な資本を提供しない場合、入札は取り消される。この法律によ
り、請負業者は補償、支援、再定住に関する財務責任を完全に果たすことが求めら
れ、プロジェクトが停滞したり、国民に経済的損失を与えたりすることを避けることが
できる。

第126条、第8項

• 不安定な資本源を持つ企業を排除し、大きな資本源を持つ企業の競争力を高める
ことにもなる。

• 外国投資家は国内企業よりも豊富な資本源を持つため、ベトナムへの投資を希望
する日本企業を含む外資系企業は、この法律の恩恵を受けることになる。

8

改正された点: 土地価格の設定に関する規定の変更

• 「土地価格枠組み表」の規定を廃止し、土地評価の原則および土地価格の決定基
準を明確にした「土地価格表」が毎年定期的に更新・公開され、毎年1月1日から適
用される。土地価格表は、政府が土地を提供する際、土地の賃貸、土地利用目的
の変更、土地使用権の認定、土地使用税の計算、手数料や罰金の計算、土地に関
する行政違反の罰金の計算などに使用される。

• 建築土地関連費用の基準となる「土地価格表」を、毎年省人民委員会が作成するこ
とになり、これまで国が規定していた「土地価格枠組み表」の最低地価と最高地価に
依存しなくなることを意味する。

第159条、第2項と第3項

• 市場価格に近い地価表土地価格表を適用すると、土地使用コストが増加し、企業の
事業利益に影響を与える可能性がある。

9

新しい土地法が施行された後、ホーチミン市の土地価格は5倍に増加した
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※価格はホーチミン市の最も発展し
た地域の一つであるドンコイ通りの
エリアで記録されたものです。
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2023年不動産事業法の新たなポイント（1）

2023年不動産事業法

出所： 2023年不動産事業法に基づき、ONE-VALUEが作成

2023年の新不動産事業法は、不動産企業に対し、販売前に情報を公開することを義務付け
ており、これにより不動産市場の透明性が高まることが期待されている。

項目 内容

公開すべ
き内容

• 不動産プロジェクトの情報
• 将来形成される住宅・建設物の情報
• 既存の住宅・建設物の情報

• 不動産プロジェクト内で技術インフラが整備された土地使用
権に関する情報

公開期間
• 不動産企業が不動産や不動産プロジェクトを市場に投入し、
販売、譲渡、賃貸契約を締結する前に情報を公開する必要
がある

公開住所

• また、情報は2つのチャンネルで公開する必要がある：

o 建設省の住宅および不動産市場に関する情報システム、
リンク：https://batdongsan.xaydung.gov.vn/

o 不動産事業者の電子情報サイト

不動産情報の公開に関する規定

Vinhomes Land（Vin Groupの子会社）は、自社のウェブサイ
トで不動産情報を公開している。

新規追加： 不動産の投資家は、不動産情報を明確に公開することを義
務付けられている。

• 事業開始前に、事業者は不動産情報を公表しなければならなず、 企業は

事業開始前に、今後予定されている不動産プロジェクトに関する情報を開
示しなければならない。

• 企業が不動産プロジェクトに関する情報を公開しない場合、不動産プロジェ
クトは罰則を受ける。不動産プロジェクトの情報を公開しない、または規定
に従って正しく公開しなかった場合、企業は100 Mil VND から120 Mil VND

の罰金を科される。

第6条1

• 市場における不動産の透明性が高まり、プロジェクトに対する投資家の責
任も増す。

Sample
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2023年不動産事業法の新たなポイント（2）

2023年不動産事業法

出所： 2023年不動産事業法に基づき、ONE-VALUEが作成

2023年の不動産事業法は、土地の分譲・売却を厳格化しており、これにより不動産投機を防
ぎ、不動産バブルのリスクを減少させ、法的な対立を避けることを目的としている。

土地の分譲・売却
は、ベトナムで多く
の問題を引き起こし
ている課題である。

新規追加： 不動産プロジェクトに対して、土地の分譲・売却を厳格化

• 投機や土地の蓄積、土地価格の膨張を避けるため、新しい不動産法律は
土地の分譲・売却を厳格化しており、土地の譲渡に関して追加の条件を規
定している（これは不動産プロジェクトにのみ適用され、個人の土地には適
用されない）。以下は代表的な条件の一部である：

o 土地使用者は土地使用権証明書を持ち、法律で定められた土地使用
期間内であること。

o 土地使用者は、法律で取引が禁止されない土地使用権を有すること。

o 特に、特別区、第一種、第二種、第三種などの都市地域において、土地
の区画分けと販売が禁止されている。

※ 土地の分譲とは、大きな土地を小さな区画に分け、他の個人や企業に販売することである。

第31条、第6項2

• 開発された地域では土地使用権の譲渡が制限され、投資家は普通の土地
に投資するのではなく、インフラ整備や完成した住宅の建設に注力せざるを
得なくなった。

新規追加： 新たに追加された法的概念「外商投資経済組織」

• 「外商投資経済組織」の法的概念では、ベトナムで不動産事業を行う外資
系経済組織は、従来と違い明確な概念は必要ない一方、投資法（2020年）

の条件を満たす必要がある。これにより、不明確なテーマによる法的問題を
抑制することができる。

第10条、第4項と第5項3

不明確なテーマによる法的問題を抑制することができる。Sample
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